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はじめに
　青森県内務部農政課『青森県ニ於ケル農村経
済事情ニ就テ』（1932）は，昭和農業恐慌期の農
村経済事情を分析し，そのあまりの窮乏困苦の
状況を詳らかにした。産業組合事業にも言及
し，信用購買販売の各事業は不振に陥っている
が，利用事業は「共同設備ノ利用ニヨリ漸次冗
費ノ節約ニ努ムルノ傾向ニシテ殊ニ組合病院ノ
恩恵ハ地方経済ノ助長ニ至大ナル貢献ヲ為シ成
績見ルヘキモノアリ」（p.340）とした。これは生
活協同化である医療利用事業が，相対的に軽費
で，人々の傷病からの回復及び健康増進という
「共同業務」を担い，生活と生業を支えるうえで
重要な役割を果たしていることを明示してい
る。青森県医療利用組合運動の魁となった組合
こそ，全国にその名を轟かせることになる，購
買利用組合東青病院（青森市東津軽郡，1928年
5 月23日設立認可，同 9 月12日事業開始）であ
る。東青病院はその設立時期から広区域単営医
療利用組合時代の劈頭に位置する。
　医療利用組合群像として個別具体についてみ
ていくと，ややもすれば記述される個々の出来
事にのみ目を奪われ，何が語られているのかが
曖昧になる虞がある。そこで，予め，東青病院
の個別具体を通して広区域単営組合について何
を語ろうとしているのかを整理しておこう。ま
ず，1）産業組合運動の展開過程における医療
利用事業の位置，しかも広区域単営医療利用組
合としてのそれである。町村産業組合から郡区
域に亘る広区域単営組合への展開，そして信用
事業中心の状況から（医療）利用事業を含む事
業展開が持つ意義の検討。2）医療利用組合運
動の町村兼営組合から広区域単営組合への展開
が「個別発生が系統発生を繰り返す」が如く行
われたこと。そこに「近代的総合病院医療」を求
める人々の健康医療ニーズがあることの検討。
3）広区域単営組合の重要な特徴である「病院
─診療所網」配置展開の理念とその現実の検討。
そうした医療利用事業の展開が地域社会・既存
の医療にどのような影響─反発と提携─を与え
たのかの検討。4）こうした医療利用事業の展
開はそれを行う産業組合の組織形態を広区域単
営組合から連合会へと導く起動力を内包してい
るが，それがどのような姿をもって具現化され
るのか。それは自律的な展開であったのか，そ
れとも何等かの外部からの統制力の下になされ
たのかの検討。5）より一般的な事柄として，こ
の時期の都市・市街地─農村関係を共生し得る
ものとしていく課題についての検討，である。
　購利組合東青病院は，正確にいえば，都市兼
営産業組合である東青信購利組合の医療利用事
業から，33年医師法改正・診療所取締規則にい
う病床10床以上を有する病院たる東青病院及
び診療所網を経営する広区域単営組合へと典型
的に系統発生を繰り返したものといえる。東青
病院は，内務省社会局庶務課調査係『医療組合
ノ概観』（1934）で，その医業経営が「驚異的成
績」（p.101）であり，「最モ模範的ナモノデアル」
（p.102）と評価されるまでになる。本稿は，こう
した特徴をもつ購利組合東青病院の個別具体を
検討し，広区域単営組合時代の組合群像の一つ
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として描こうとするものである。
Ⅰ　東青信用購買利用組合設立とその
時代
　東青組合設立期の青森市及び周縁農村部の状
況の一端を市財政から知ることができる。『青
森市誌』［今田清蔵編，1977］は，1932（昭和 7）
年頃の市政は「国民生態に即したる経済重視の
時代に入った」としたうえで「市の収入は漸く
租税収入至上主義から税外収入重視の域に至
り，而も当時の農村窮乏は，郡部の貧困担税力
少なき新附の市民流入が停止する所なく増加の
傾向を示し，従って之れに要する市民一人当た
りの経費を多く要するに拘わらず，担税力の少
ない新附の市民に対する施設力を旧市民而も一
部中産以上の階級に椅頼する結果となって，市
財政はしだいに急迫を告げたのであった」とし
ている（pp.21-2）。このことは，農村窮乏と都
市市街地での中産層以下の生活窮迫，とりわけ
医療などの集合的消費の決定的不足があったこ
とを示している。そのため，都市社会事業の必
要性が認識されたとしても，財政的基盤が脆弱
化なため事業展開を困難なものにしていた。30
年 6 月に市立実費診療所が設立され，「庶民の
診療に一つの福音を齋らした」（p.54）とされて
いるが，28年 2 月の市議会では貧困者救済にも
関わって「市営の実費施療所設置」についての
質問がなされ，助役は「健康診断所」設置を計画
しており，「施療所は将来考ふべきものである
と思ふ」と答弁していた［東奥日報，28/2/26］。
県医師会は31年の関東東北医師大会で「公立病
医院及び診療所を純然たる施療機関とすること
を日本医師会を経て内務大臣に建議すること」
という議案を提出した。これは貧困者に対する
医療保障の充実を提起したものではなく，公立
医療機関による軽費・実費診療の実施が自らの
医業権を侵すものとして非難する意図からのも
のであった［医社，31/10/17，p.2］。しかし，こ
れだけでは全く不十分であり，人々の医療及び
健康増進のための共同消費手段の確保は住民自
身の協同行為によってなさざるをえなかった。
しかも，それは都市に集積する諸資源及び力量
を周辺農村部に押広げていくことで農村窮乏を
救い，都市と農村が連携し共生する方向性を必
至のものとしていた。ここに医療利用組合が組
織された社会経済的要因があった。
　この時期の青森県の農家経済生活状況につい
て，内務省社会局『農漁山村ニ於ケル生活困窮
概況』（1932）は，「最近ノ農産物価ノ下落ニ依
ル収入ノ減少著シク，殊ニ大正13年以来ノ数度
ノ凶作アリシ為メ，極度ノ生活脅威ヲ受ケ，殆
ド再起ヲ望ミ難シト謂ハルル程度ノ困窮ヲ見ツ
ツアリ」（p.20）と概況を述べ，「生活困窮ニ依ル
女子ノ」芸娼妓酌婦等の「前借被傭」が急増して
おり，頼母子講等も「資金枯渇ノ為数年前ヨリ
殆ド活動休止」状態にあるとした（［青森銀行，
1968，pp.272-5］も参照）。悲惨極まりない農家
の窮乏状態が短い報告に凝集して描かれた。農
家負債の原因の一つに医療費負担があることは
類書にも描かれているが，この報告も，秋田県
の事例に，貧困窮乏がもたらす「生活資料ノ質
的低下」のために栄養不良，疾病が増加してお
り「医療ヲ受ケムトスルモ医療費滞納ノ結果受
診不可能ノモノ」が多数いるとし（p.24），神奈
川県でも「負債ノ原因ハ多種ナルモ疾病ニ依ル
モノ約 3 割 2 分ヲ占」めているとした（p.35）。
その他の県の報告にも「貧困─不健康─医療費
負債」の連鎖が広範に見られた。
　青森県医療利用組合協会（県医協）も，「青森
県ハ天然ノ資源薄ク且気候風土共ニ恵マレ」ず，
「殆ント周期的ニ襲来スル凶作ハ住民ノ経済ヲ
極度ニ困難ニ陥レ其ノ疲弊困憊ハ」多言を要せ
ず，とりわけ「近年ノ打続ク凶作ハ農民ヲシテ
餓死線上ニ彷徨セシメ農家ノ負債ハ連年漸増ヲ
示シ疲弊全ク其ノ極ヲ越エ」ている。「一般ノ死
亡多キ勿論栄養不良ニ基ク乳児ノ死亡率多ク甚
ダ寒心ニ堪エザル」ところであり，看過できな
い重大問題である。「之等ノ原因ヲ徴スルニ住
民ガ一般的ニ経済貧弱ノタメ医療費堪エ難キコ
ト，医療施設ノ不完全並ニ分布極メテ希薄ナル
コトニ起因シテ，所謂天寿ヲ全ウセズシテ地下
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ニ眠ル者少シトセサル所」［県医協，1935，p.1］
であるとした。そして，「凶作ナラサル年ニテモ
主トシテ病気ニ依ル農村ノ貧困カラ年々女工ト
ナリ前借ヲシ又ハ芸娼妓酌婦ニ売ラレ行ク娘
ハ驚クヘキ数字ニ達」する状態であった［同上，
1934，p.1］。こうした情況に医療利用組合は根
ざしており，自由開業医制のもとでは充足され
ない人々の健康と医療への切実極まる希求がそ
れを現実のものとしていったのである。人々の
健康医療要求を充足するためには，生活を協同
化しその協同経済力によって医療諸資源の地理
的配置を行い，人々の経済力で利用可能な保健
医療サービスを提供することが必要であり，さ
らに，人々の諸能力の発達を促し，それを経済
社会で縦横に発揮できる状況を作りだすことが
求められる。協同組合の構築はそのための重要
な礎となり得るであろう。
　青森市とその周縁地域は行政区域として市町
村に区画されていたが，「交通産業金融或いは
通学等」よりみると，青森市を中核として油川
町外10村はこれを「抱擁し，即ち郡市を連絡す
る自然の集団地」であり，「恰も一大都市とその
郊外」とみられる状況であった（油川町は39年
6 月青森市に合併）。そのため，「各種の機関運
用上互いに不離不即の関係」にあり，青森市と
これを囲繞する東津軽郡（以下，津軽を略し東
郡。西津軽郡なども同様）1 町10村を事業区域
として，信購利組合を組織することになった。
この時期（27年末），東郡 1 町22村のうち 9 村
が無医村であり，東青組合設立時の事業区域で
は瀧内・高田・横内・濱舘・原別の 5 村が無医
村であった［東奥年鑑，1929，p.435］。東青組合
は密接に交通する都市市街地とその周辺農村と
を包括し，両者の連携及び共生を意図していた
のであり，そのことはその後の事業展開＝医療
資源の集積点たる病院を都市に立地し，そこを
起点として周辺地域に分院・診療所網を展開し
たことに明確に示されている。岡本正志・対馬
助憲・奥山廣治をその中心人物として，27年 7
月から，県令により関係市町村長の意見書を徴
したうえで，東青信購利組合の名称で設立準備
作業が開始された［県厚生連，p.53］。
Ⅱ　東青信用購買利用組合からの出発
　 1．東青信用購買利用組合の創設
　町村兼営組合による医療利用事業のほとんど
が，医師一人の小規模医療機関であり，そのた
め経営の継続性が十分に確保できないだけで
なく，何よりも組合員たる地域住民の医療需要
に応えることができなかったといってもよい。
このことは，広区域単営組合時代を切り拓いた
中心人物に共通した認識でもあり［細木武彌，
1933］，医療利用組合運動の歴史に即しても確
認することができる。1919年，歴史上最初に医
療利用事業を開始した島根県青原組合は31年
にその事業に幕を下ろしたが，それを包括する
ように30年 5 月に隣町の日原町に鹿足郡美濃
郡を事業区域とする広区域単営組合である石西
利用組合共存病院が設立され，翌31年 7 月に事
業を開始した［大庭政世，1929，pp.272-5］。
　こうした医療利用組合の系統発生を東青病
院は個体発生で辿った。それは，東青病院が小
規模診療所経営から出発しながら，総合病院へ
と事業を展開し，さらに病院─診療所網を形成
したことを指している。東青病院は「完全なる
設備と良医を迎へ不振の極より更正した実例」
［堤廣一，1935］とも評価されている。東青病院
は東青信購利組合として出発するが，それは既
存の産業組合による医療利用事業の兼営ではな
く，医療利用事業を行うための共存同栄を本旨
とする産業組合の組織化であった。組合創立時
に参考にし得る事例は産業組合中央会への照会
回答に示された奈良県発志院組合，島根県青原
組合，岡山県船穂組合の三組合であり，これら
三組合への問合せに対する経営その他の「教導」
であった。組合長となる岡本正志は医療利用事
業を行うことを考えていたが，信用購買事業を
併せた組合を設立したのは，恐らく，医療利用
事業の目的が「中産以下の団結即ち団体の力で
医療設備を為し」「最も便利に且つ低廉の料金」
［東青組合，1929，p.3］で医療・助産・看護サー
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ビスを提供することと組合員の健康を増進する
ことであり，そのためには組合員とその家族と
いう特定多数人を対象とする医療利用事業の安
定的な経営持続性を確保し組合員の経済的な生
活基盤の確立と安定を図る必要があり，産業組
合の主旨からすれば，産業と（生活）経済の両面
の確立安定を信用購買利用事業を通じて実現し
ようとしたのであろう。こうした「団結ハ力ナ
リ」の産業組合主義の成果を，岡本は郷里西郡
稲垣村で自らが設立を主導し，経営した繁田共
栄信購販利組合での経験から体得していた［同
上，p.1］（岡本は地主であり，若い頃は教育界に
も貢献し，熱心な日蓮宗信者であったという［尾
形庄助，1958a］。中央会の宮部一郎は岡本を「堅
忍練達の士」と評した［宮部一郎，1933］）。岡本
らが医療利用組合設立運動に着手したのは27
年 7 月であった。青森市東郡11町村を事業区
域とする東青信販利組合の設立認可申請を県に
行ったのは28年 3 月31日であり，同年 5 月23
日には設立認可を受けることができた。『東奥
日報』は，東青信販利組合の設立認可申請を「青
森市に産業組合病院/新しい方面に躍進し出し
た産業組合」（28/3/31）との二段見出しで伝え
た。この記事は医療利用事業や水道利用事業な
ど青森県下の産業組合運動の新展開を明解に伝
えたものであった。また，設立認可を受けたこ
とを伝える記事「産業組合で医療設備/東青組
合許可」は，「現在医師が少い為め又医薬料が比
較的高価な為苦痛甚だしいので組合に於て設備
を為し廉価で組合員に利用せしめ併せて信用，
購買の事業を営むものである」（28/5/24）とし，
東青組合に寄せる期待の大きさを窺わせた。
　設立申請に際して，診療設備資金を確保し，
員外利用が認められていない状況で安定的な経
営基盤を構築するために，少なくとも申請者 1
千人，出資 1 口20円で 2 千口を組織することが
必要だとして設立運動を進めたが，設立申請時
の設立申請人は705名で，その出資口数は1,530
口に止まった。設立認可を受けた28年 5 月を起
点として出資払込による実態的組合員を組織す
ることとなる。出資は，28年12月改正の定款で
は，1 口20円で，第 1 回払込 2 円を行うことで
組合員資格を得ることとなり，残余は剰余金配
当の出資振替を含み 1 年 6 ヶ月以内に行う。し
かし，組合設立時には医療設備に多額の資金を
要するため，第 1 回払込金額を出資 1 口20円
の半額である10円とした。このためもあって，
岡本らの志の高さにも関わらず，組合員・出資
の募集は困難を極めた。
　それにはいくつかの理由があった。一つは，
客観的条件としての人々の生活実態がある。
人々が健康と医療の確保を強く希求していて
も，実現するための経済的条件を備えていなけ
れば，それは単なる願望に留まらざるをえな
い。出資 1 口20円，第 1 回払込10円という「相
当無理な払込」［同上，p.9］が人々の「現金」と
いう生活条件にとってどの程度負担可能であっ
たかである。20年戦後恐慌，23年震災恐慌，27
年金融恐慌，そして20年代半ばからの米価や
繭・糸価の低下が人々とりわけ中産層以下の
人々を困窮の淵に沈淪させたことは，先の内務
省社会局調査に明示されている。『青森県統計
書』から27年の小学校教員俸給，警察官吏俸給，
各種職人の傭賃を図 1，2，表 1 に示した。これ
らから，農作日雇で月額所得が30円程度，各種
職人や新しい中間層である官公吏の月額所得
が35～45円程度であったことを確認できる。
これらの階層の人々にとって，10円というまと
まった現金の出資を行うことが，1 年余りで20
円の出資を行うことが，極めて大きな経済的負
担であったことは想像に難くない。
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図 1　青森県市町村立小学校男性教員月俸額別人数（円，1927 年末現在）
　注）1．小学校本科正教員はここでは尋常小学校教授に従事する小学校本科教員である。
　　　2．高等小学校本科正教員はここでは高等小学校教授に従事する小学校本科教員である。
　　　3．准教員及び代用教員は人数が少ないため省いた。
　　　4．100円以上は合計した。
資料）［青森県知事官房統計課，1929］より作成。
　注）警部以上の階級については，俸給等級のみが示されているものがあるため省いた。
資料）［青森県知事官房統計課，1929］より作成。
図 2　青森県下警察官吏階級別俸給別人数（月額，1927 年末現在）
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　 2．青森県の産業組合運動と東青病院
　二つめは，人々の健康医療ニーズを充足する
方法として産業組合が適合的であるか否かであ
る。東青組合設立運動が始められた27年当時，
青森県の産業組合運動がどのように展開してい
たか。そして，医療利用事業が全国の産業組合
運動でどのように評価されていたかである。農
商務省農務局『産業組合要覧』によれば，青森
県での産業組合の設立は1900（明治33）年12月
に認可を受けた青森信用組合（青森市）に始ま
る。02年で組合員は商工業者を中心に119名に
過ぎなかった。その後，農村部にも大字や集落
を基礎とする信用組合や地域の農業生産の有り
様を反映した生産販売購買組合が商人・地主・
自作農を中心に設立された。農会が産業組合設
立奨励を行い，県当局も07年「産業組合創立費
補助規定」以後各種の設立指導を行ったが，設
立は遅々として進まなかった［県農協史，1976，
pp.165-6；青森県内務部，1928］。県下の産業
組合数が飛躍的に増大したのは，13（大正 2）年
の凶作救済事業を契機としてであった。この年
の凶作は，「近年稀有の大惨事にして稲は平年
の二分作其他の農作物は平均五分作に充たす實
に本縣の総生産高の三千五百萬圓の約二分の一
を失ひ其被害の激甚たりしは天明年間の大凶歉
にも多く譲らさるものの如し」［青森県，1915，
p.1］といわれ，「屋漏りて修むる能わす穀盡き
て食ふに物なきに至る」「蕨根を掘り或は空藁
を煮甚しきは松皮團餅として食に充つるに至
るものあり」［同上，序］，農村の生活はとりわ
け疲弊困憊し，惨憺たる悲惨極まりない状況で
あった（窮民戸数は県下全戸数の 3 分 1 強に及
んだ）［同上，p.242-4］。それに対して，県議会
の建議をうけて県が100万円を起債して救済策
を講じたのみならず［同上，pp.389-91；pp.399-
401］，政府も76万円の低利救済資金を投じた。
この低利救済資金のうち200,100円は無利子 8
年賦で231の産業組合に貸付けられた。それは
「産業の発達と産業に拠る凶作救済の根本的施
策の幾部を固定せん」とする意図によるもので，
貸付に際して「凶作の程度及資金の関係並に活
動の情況」が斟酌された［同上，pp.530-40］。県
の救済策中の産業組合貸付と相まって，将来の
振興をも意図した「産業組合中心主義」がとら
れたことで産業組合がそれこそ「雨後の筍」の
ように設立された（14 年に 150 余の組合が設
立）。救済資金貸付の受け皿として設立された
産業組合は「玉石混淆」で，大字や部落を区域と
表１　青森市における傭賃銭（円：1927 年）
種　目 区別
3　　月 ６　月 ９　月 12　月
最高 普通 最低 最高 普通 最低 最高 普通 最低 最高 普通 最低
農作日雇
男
女
日給
1.30
.80
1 . 20
. 70
1 . 00
. 60
1 . 50
1 . 00
1 . 30
. 80
1 . 20
. 70
1 . 50
1 . 00
1 . 30
. 80
1 . 20
. 70
1 . 30
. 80
1 . 20
. 70
1 . 00
. 60
機 織 職 男 日給 2.80 2 .50 2 . 00 2 . 80 2 . 50 2 . 00 2 . 80 2 . 50 2 . 00 2 . 80 2 . 50 2 . 00
和服仕立
男
女
日給
2.00
1 .50
1 . 80
1 . 20
1 . 50
1 . 00
2 . 00
1 . 50
1 . 80
1 . 20
1 . 50
1 . 00
2 . 00
1 . 50
1 . 80
1 . 20
1 . 50
1 . 00
2 . 00
1 . 50
1 . 80
1 . 20
1 . 50
1 . 00
洋服仕立 日給 3.00 2 .50 2 . 00 3 . 00 2 . 50 2 . 00 3 . 00 2 . 50 2 . 00 3 . 00 2 . 50 2 . 00
醤油杜氏 月給 40 .00 35 .00 30 .00 40 .00 35 .00 30 .00 40 .00 35 .00 30 .00 40 .00 35 .00 30 .00
大 工 職 日給 3.00 2 .70 2 . 50 3 . 00 2 . 70 2 . 50 3 . 00 2 . 70 2 . 50 3 . 00 2 . 70 2 . 50
指 物 職 日給 3.00 2 .80 2 . 70 3 . 00 2 . 80 2 . 70 3 . 00 2 . 80 2 . 70 3 . 00 2 . 80 2 . 70
鍛 冶 職 日給 2.50 2 .20 2 . 00 2 . 50 2 . 20 2 . 00 2 . 50 2 . 20 2 . 00 2 . 50 2 . 20 2 . 00
日雇人夫
男
女
日給
1.50
.80
1 . 20
. 70
1 . 00
. 60
1 . 50
. 80
1 . 20
. 70
1 . 00
. 60
1 . 50
. 80
1 . 20
. 70
1 . 00
. 70
1 . 50
. 80
1 . 20
. 70
1 . 00
. 60
資料）［青森県知事官房統計課，1929］より作成。
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する小規模組合も多く，「監督の位置にある県
当局も非常に世話が焼けた」といわれた。その
ため，県は17年に産業調査会を開催して産業振
興のための基本方針を樹立し，産業組合対策と
して県郡による監督指導の強化，中央会青森支
会─郡市支会の系統的指導機関の整備，連合会
─産業組合の事業系統組織の設立を促すととも
に，不良組合の整理などを決議した［青森支会，
1925，pp.10-21； 県 総 覧，pp.387-92］。こ れ に
よって経営基盤が脆弱な不良組合が整理された
ことは図 3 で確認できる（組合数の減少には小
組合の合併と事業区域の町村規模への拡張とい
う県の方針も関与していた）［県農協史，p.278］。
組合数の減少は必ずしも加入組合員数の減少に
結果するわけではなく，20年戦後恐慌後には次
第に増大した（図 4）。
　東青信購利組合設立前の25年現在の産業組
合組織状況は（表 2），地域農業構造の違いを反
映して郡市別で大きく異なるが，総じて，1）産
業組合総数は市町村数を上回るが，産業組合が
存在しない町村は53で，全市町村の31％にも
なる。また，組織規模が小さく，町村未満の大
字や部落を区域としたものが多い。2）産業組
合が行う事業では，信用事業と販売購買事業を
兼営する組合が101（45.9％）で最も多いが，信
用事業単営組合が83（37.8％）と多く，利用事業
を行う組合はわずか27（12.3％）に過ぎない。全
国的傾向でもあるが，信用事業に非常に大きな
比重があった。3）組合員の職業別構成あるいは
階層別構成では，都市・市街地と農村部では当
然異なるが，「区域内各階級を網羅し難く往々
中流以上の者」［県総覧，p.392］で組織される傾
向があり，農村部では地主・自作農が支配的地
位を占めた［県農地改革史，1952，pp.135-6］。
居住戸数に対する組織率には弘前市5.2％，東郡
5.8％から上北郡37.7％まで大きな開きがある
が，全県の組織率は21％と低位に止まった。そ
のため，25年の第18回県産組大会では，1）小
規模組合は区域の拡張を図り時代に対応する施
設を為すこと，2）区域内の有資格者を網羅し
一層社会的に活動し特に道義心の涵養に努め共
存同栄の実を挙げること，3）購販利事業及農
資料）［青森県内務部，1927］より作成。
図 3　郡市別産業組合数推移
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業倉庫を兼営し生産及び消費経済の発達を期す
ること，などが決議された［県総覧，p.401］。
　東青信購利組合の新規性・画期性は，産業組
合運動の全般的特徴の 1）については，人々の
健康及び近代的な医療を求める要求を「協同経
済」によって充足するために青森市東郡11町村
を事業区域とする「広区域組合」であったこと，
2）については，信購事業を兼営するが医療利
用事業を中核とする組合であり，事実上「医療
利用事業を主に行う」組合であったこと，3）に
ついては，俸給生活者や労働者を含む広範な職
業，諸階層の人々が組合員を構成していたこと
（［千葉県販購聯調査部，1934］は，東青病院は
「中産階級以下の利用者が特に共鳴」（p.25）と評
価），である。つまり，東青信購利組合は，広区
域の組合員の集合的経済力で医療資源の集積点
資料）［青森県内務部，1927］より作成。
表 2　郡市別産業組合組織状況（1925 年）
郡　市 市町村数 a 産業組合数
産業組合の
ない町村 b
比率
a/b
組合員数
c
居住戸数
d
組織率
c/d
青 森 市
弘 前 市
東津軽郡
西津軽郡
中津軽郡
南津軽郡
北津軽郡
上 北 郡
下 北 郡
三 戸 郡
1 市 　　
1 市 　　
1 町 22 村
3 町 17 村
 　16 村
4 町 25 村
3 町 20 村
3 町 13 村
2 町 7 村
5 町 27 村
11
10
16
15
39
40
18
35
 7
29
14
 9
 2
 9
 9
 3
 4
 3
60 .7％
45 .0　
12 .5　
31 .0　
39 .1　
18 .8　
44 .4　
 9 .4　
 2 ,054 人
   343　
   893　
 1 ,548　
 3 ,110　
 4 ,845　
 2 ,390　
 6 ,020　
 1 ,500　
 6 ,328　
 11 ,316 戸
  6 , 552　
 15 ,448　
 12 ,036　
 11 ,246　
 18 ,946　
 12 ,853　
 15 ,986　
  9 , 245　
 24 ,929　
18 .2％
 5 .2　
 5 .8　
12 .9　
27 .7　
25 .6　
18 .6　
37 .7　
16 .2　
25 .4　
合　計 2 市 21 町 147 村 220 組合 53 31 .1％ 29 ,031 人 138 ,557 戸 21 .0％
　注）「産業組合のない町村」は［青森県，1927］。ただし，「大正十五年末調」となっているが，他年版及び他の資料との整合
性などから「大正十四年調」の誤りと考えられるので，「1925年」として表に記載した。
資料）［青森県内務部，1927］，［青森県，1927］，［青森県，1928］より作成。
図 4　郡市別産業組合員数推移
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を形成し，それを基盤として医療資源の空間的
配置（当初より診療所網の配置を予定）を行う
ことで，組合員の健康医療ニーズを充足しよう
としたのである。この時点までの医療利用事業
はまだまだ未成熟な初期段階に留まり新規の利
用事業であったために，全国レベルでも県レベ
ルでも，行政及び中央会─支会指導機関も充分
な情報を有しておらず，ある意味では未経験の
ことであった。産業組合運動の未成熟そして事
業の新規性が医療利用組合設立を難しくさせる
要因でもあった（県商工水産課は設立認可に際
し，事業区域が青森市東郡11 ヶ町村と広区域
であること，「病院の利用組合など全国的にも
例が少いので随分面喰らった」ようで，「大いに
研究し，論議をたたかわした」という［伝法谷善
雄，1958］）。
　 3．東青病院創設に関わった中心人物
　三つめは，主体的条件としての運動側，とり
わけ中心人物たる岡本正志・対馬助憲（専務理
事）・奥山廣治（事務長）らが，青森市東郡で影
響力をもち，社会的関係性を構築するのに充分
な状況にあったかである。岡本・対馬・奥山は
共に西郡稲垣村で繁田共栄信用組合（21年，青
森支会表彰［県農協史，p.365］）の運営に携わっ
た。その経験から医療利用組合設立を企図した
が，岡本は西郡出身，対馬は南郡出身，奥山は
山形県人で，青森市東郡に縁故者や友人もなく
「何等の根諦」［東青組合，1929，p.8］もなかっ
た。そのため，郡部方面では「町村長を説破し
各町村毎に有志者の会合を催し」運動の前進を
図った。設立申請者募集活動がちょうど男子普
通選挙による県議選や総選挙が行われた時期と
重なったため活動を中断しながら，冬の津軽平
野に荒れ狂う「連日の吹雪と戦い」「雨の日も風
の日も泥濘膝を没する途を一日とて休止する事
なく遊説」勧説に回り，「月を踏み星を抱きて帰
る」［同上，p.7］。折しも金融恐慌に伴う共栄貯
蓄銀行青森支店の破産［青森銀行，1968，p.950］
等金融機関が動揺を来した時期であり，また「産
業組合として医薬事業組織などは全然不許可に
終わる者なりと悪宣伝を為す者」［同上，pp.7-
8］もあり，募集は困難に困難を重ねた。応募者
のなかには医療事業を営利的な収益事業と理
解し剰余金の配当を得ることを期待する向きも
あった（こうした見方はその後もあり，県医協
副会長工藤毅は34年 7 月『青森支会報』で，医
療利用組合は「普通産業組合に於けるが如き配
当などを夢見るのは以ての外である」「医業の性
質上医療組合に於て配当等の観念に基づく純粋
の剰余金はあり得ない」ことを強調した［工藤
毅，1934］）。しかし，岡本らの「粉骨砕身此事業
と共に倒れて止むの決心」［同上，p.11］は固く，
当初の計画とは違ったが，28年 3 月には，賛同
者705名，引受出資1,530口を得て，設立申請を
行うに至った（表 3，4 参照）。時あたかも御大
典と際会し，これを奉祝する記念事業である旨
の「副願書」も提出した。そのため，診療所は「御
大典記念組合医療所」とも呼ばれた［同上，p.8］。
　これらの困難な諸条件のため，設立認可を
受けたが出資第 1 回払込は容易に進まず，6 月
24日には「出資払込未了」の届けを出さざるを
得なかった。いつまでも第 1 回払込を遷延する
ことはできず，11月20日付けで終了届を提出
した際には，払込終了組合員562名（申請時の
79.8％），払込出資金 1 万330円（同67.5％）に止
表３　設立認可申請時組合員職業別構成（1927 年）
農　業 工　業 商　業 水産業
俸給・賃金生活者
その他
合　計
257 人 37 人 170 人 12 人 221 人 705 人
37 .6％ 5 .3％ 24 .1％ 1 .7％ 31 .3％ 100 .0％
資料）［東青信購利組合，1929］
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まった。こうした事態を岡本は「甚だ慚愧に堪
えない次第」であったと後に語っている［同上，
p.9］。一応の医療設備を整えた後の同年12月，
定款を改正して出資第 1 回払込金額を 2 円に低
減した。なお，信用部では「下級者の加入を容
易ならしむる為の予約貯金」［同上，p.19］を取
扱った。
　こうした状況に対して，医師会は28年 9 月に
東青病院が「内科ノミノ診療所ヲ開始セルモ其
ノ当時ハ」「此ノ特殊ノ組織ニ依ル医療組合事
業ノ成敗ニ注目スルニ至リタルモ，何等反対ノ
事実ナカリシ」状態であった［産業組合中央会，
1933，p.44］。
　医療利用組合運動が発展していくことを指導
機関青森支会も大いに期待した。29年 7 月『青
森支会報』は懸賞論文二等当選の「三十年後の
産業組合」（南郡野沢村・対馬政俊）を掲載した。
このなかで，対馬は利用事業として農村民の生
活文化の向上のために「組合病院，公会堂，共
同浴場は殆ど全国の農村に利用事業として設置
せらるる事」を希求している。とりわけ組合病
院については，無医村の存在に触れながら「其
れが為め，一朝伝染病でも流行した場合は，殆
ど手の染め様も無い不便である計りでなく，若
し医者が在るとしても入院の設備も少く，全き
治療は得て望む事が出来ない」として，「将来組
合の内容充実に随ひ，此の不便さと治療費，医
薬等の高価を緩和する方策からも，組合立の病
院が各所にみらるる事とならねばならぬ」［青
森支会，1929，p.21］と主張し，それを強く求め
た。支会も同様の考えであったと想像するに難
くない。これを執筆した対馬とて，数年たたず
して，県下隈無く医療利用組合の事業区域が覆
い尽くし，32 ヶ所の病院─診療所網が編まれよ
うとは夢想だにしなかったであろう。
Ⅲ　東青信用購買利用組合から購買利
用組合東青病院への展開
　 1．診療所の経営困難と広区域単営組合への
組織再編
　「大工町寺町米町仏町老母買ふ町あらずやつ
ばめよ」と詠いつつ，寺山修司は徘徊した道す
がら東青病院を見たであろうか？　購利組合東
青病院は青森市大字寺町39番地にあった。太宰
治も青森中学在学時代（23年 4 月～ 27年 3 月）
に寺町の豊田家に寄宿し，米町の今泉書店など
この辺りを生活の地としていた［北の会編；太
宰治『思ひ出』］。太宰は戦時下に生まれ故郷を
旅し，『津軽』（44年）を著した。この旅で，太宰
はかつて津島家で関係した人々やその知人友人
と親しく交わっているが，そのなかに東青病院
の医師及び蟹田分院の事務長と思われる人物が
いた。
　医療利用事業を持続可能にするためには，組
合組織及び経営のあり方もさることながら，何
といっても「組合員の救命主」［東青組合，p.24］
である医師に有能なる人格者を得ることであ
表４　郡市職業別現住戸数（本業による。上段実数，下段構成比。1927 年）
郡　市
有　　業　　者 無　業　者
合計
農業 畜産業 養蚕業 林業 水産業 鉱業 工業 商業 交通業
公　務
自由業
その他
収入に
依　る
その他
全　　県
68 ,828 89 162 421 9 ,262 101 8 ,925 19 ,675 6 ,598 8 ,576 13 ,385 1 ,308 986 138 ,317
49 .8％ 0 .1％ 0 .3％  6 .7％  6 .5％ 14 .2％  4 .8％  6 .2％  9 .7％ 0 .9％ 0 .7％
青 森 市
   472 27 － －   349  36 2 ,855  3 , 979 2 ,733 1 ,898  1 , 990    18 377  14 , 734
3 .2％ 0 .2％  2 .4％ 0 .2％ 19 .4％ 27 .0％ 18 .5％ 12 .9％ 13 .5％ 0 .1％ 2 .6％
東津軽郡
 6 ,866  9 －  75 1 ,634 －   529  1 , 088   514   760  1 , 600    62  36  13 , 173
52 .1％ 0 .6％ 12 .4％  4 .0％  8 .3％  3 .9％  5 .8％ 12 .1％ 0 .5％ 0 .3％
資料）［青森県知事官房統計課，1929］より作成。
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る。員外利用が認められていない医療利用事業
で，しかも千名に達しない組合員組織で，かつ
「地方医師の料金に比して少くも二三割乃至半
減程度の低額なる利用料」（p.12）で診療を行お
うとすれば（定款第73条は「特別ノ事情アルモ
ノニ限リ利用料ノ分納又ハ延納若ハ減免ヲナ
スコトヲ得」と規定），内科を主体とする小規
模診療所の設立しかできなかった。県立病院等
がある青森市を事業区域の中核とする条件で
は，「博士級」の臨床「手腕と人格」を備えた医
師＝「県立病院副院長級の人格者」（p.13）を招
聘することを求めた。様々な手を尽くし，東北
帝大医学部出身の瀬之口渉博士（仙台鉄道病院
副院長）の着任を得た（28年 8 月）。郡部方面へ
の往診も考慮してもう 1 名の医師を招いた。薬
剤師や看護婦は組合員関係者から採用すること
ができた。瀬之口は精力的に診療所の設備にあ
たり（岡本は「一見して優秀なる技術者の殿堂
であることを表現すべき程の設備が肝要」であ
ると考えた，p.24），28年 9 月12日に内科診療
を開始した（現実とは異なるが，「医療並医療所
規程」では，診療科は内科，外科，産婦人科，小
児科，眼科，耳鼻咽喉科で各診療科に医師を充
てるとされた）。診療は無休であった。また「院
内ニ病室ヲ設ケ患者ノ需メニヨリ之ヲ収容」し
た。当初は「利用方法の至って不徹底の関係か
ら思ふ通りに其価値を認められない様な感じ」
があった。同年11月の 3 日間，「御大典記念」と
して内外を問わず無料診療を行ったことから次
第に医療事業は順調な滑り出しをみせ，「此事
業をして有意義に将来利用組合病院として独立
し得る程度迄に進展せしめてこそ我々の希望
も達成」できると確信した（p.18）。診療所の位
置は「最も至便であり且つ組合区域の中央部」
（p.16）を考えたが，事業区域が広域であり交通
上からすれば自ずと一利一害があった。そのた
め，定款第74条は，通行に不利不便の方面には
「組合員数ヲ斟酌シテ医療出張所ヲ設クルコト」
（p.18）とした。さらに，実態は詳らかではない
が，定款では「事業遂行ノタメ区域内各大字毎
ニ世話係」を設け，組合員活動の基礎組織とし
た。
東青病院・診療室風景
出所）『家の光』昭和 8（1933）年 6 月号
　　　家の光協会発行，p.100。
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　この間，組合員数は27年11月の設立登記申
請時562名から29年 8 月には866名に増加し，
患者数は29年 1 月には569名，利用料613円で
あったが，8 月には患者数1,043名，利用料1,160
円に増加した。但し，29年 1 月～ 8 月の損失は
約900円であった（pp.19-22）。そのため，「暗に
組合員の多数は徒らに利益の向上を欲する聲を
耳にする」（定款第77条「剰余金ノ配当」は「払
込済出資金ニ応ジ其率ハ年六分以下」と規定）
こともあったが，岡本らは協同の力により良質
の医療を廉価に提供することで「組合員の健康
保全と家政経済の道に裨益」するという「組合
の本旨」（p.23）に徹する覚悟を一層堅固なもの
とした。
　しかし，目指す高みと実態とは大きく異なっ
た。県立病院等の病院やそれなりの数の開業医
が存在する青森市では，例え協同経済による医
療機関が高い理想を掲げて活動しても，利用し
うる組合員が広範囲に散在しており，ましてや
必ずしも組合員がその理念を充分に理解してい
ない情況では経営が成り立つべくもなく，地域
社会に存在する一医療機関として埋没する傾向
にあった。最初の診療所は青森市内東部（浦町
字野脇）の堤川橋畔の一家屋を借り設備を施し
た貧弱なものであり，利用も少なく，赤字の一
途であった。その原因として診療所の位置が市
の一方に偏しており，また組合員が過少である
ことが考えられたので，30年 5 月には市中央部
の浦町橋本の下宿屋を借りて移転し，内科・小
児科の診療を開始した。利用拡大・組合員増加・
増資に努めたが，事業は意の如くならず，28年
度 は 7,200 円，29 年 度 は 7,100 円，30 年 度 に は
3,000円以上の赤字となり，出資金28,000円に
対して累積赤字は22,000円以上になった。まさ
に，解散の危機に直面するまでに立ち至った。
こうした情況では，青森信組からもましてや市
中の銀行からの借入も困難となり，岡本個人の
資産を担保に借入をし，これを補填せざるを得
なかった［岡本正志，1939］。
　発展した後の時期からみれば「試練期」［西脇
隆男，1938］とは言えても，まさに破綻の危機
に直面した時にありうる道は，素直に，いや仕
方なくその事態を受容し後始末をするか，それ
とも初心に，始期の動機に戻って体制を立て直
すかである。後者の道をとる場合でも，ただた
んに始期の動機，目標を再確認すればよいので
はなく，現実を直視するとともに，他の学ぶべ
き経験に徴して，その動機，理念，目標を実現
する確たる術を手に握ることが必要である。理
念，イデオロギーから，あるいは期待だけから
では，進むべき方向は必ずしも明らかにはなら
ない。そのため岡本は30年11月に先進地の優
良組合を視察し，とりわけ鳥取県倉吉町の購利
組合厚生病院の例に倣って［尾形庄助，1958a］，
「内容の大体完備した大規模の病院」，多診療
科，入院設備を備えた近代的総合病院経営へ飛
躍すべきであり，それはけっして無謀なこと
ではないと考え，決意したのであろう［岡本正
志，1939］。幸いなことに，院長瀬之口も同じ考
え方であった。両者の軌は一致した［尾形庄助，
1958b］。「路なき山野を歩く旅人の如く苦悩の
時代」［西脇隆男，1938］であったが，行く人が
あって始めて道が成るのである（岡本は38年
の第33回全国産組大会で緑綬功労賞を受けた。
「東北に於ける医療組合の先覚者で氏の辿りし
途こそ医療苦闘史そのものであった」と評価さ
れた［医組，38/5，p.5］）。
　 2．東青信用購買利用組合から購買利用組合
東青病院への展開
　岡本の行動は素早かった。30年12月の役員
会に総合病院を建設して組合を再建する件を付
議し，満場一致の賛成を得た。そこには，岡本
が自らを犠牲にしても初志を貫徹する強い決意
があった。肝腎の資金調達のために，岡本は「自
分の資産全部は此の国家的医療事業に蕩尽して
も止むを得ぬ」［岡本正志，1939］と考え，父祖
伝来の所有田地13町歩を担保にして産組中央
金庫・県信連より融資を受けた（併せて，役員
個人保証［岡本正志，1934］）。31年 1 月の通常
総代会に，事業区域を青森市東郡一円に拡大し
組合員の増加を図ることと，病院の新築を提案
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し，満場一致の賛成を得た（31年 7 月に購買部
を廃止し，同年10月に信用部を廃止し，定款変
更をし「組合員ニ保健，衛生及び医療ニ必要ナ
ル設備ヲ利用セシムルコト」を目的とする「利
用組合東青病院」となった［日報，32/3/19］）［尾
形庄助，1958a；県厚生連，1958］。病院は600坪
の土地を借入し建設された。31年 4 月末に竣工
し，5 月 1 日から内科・小児科・外科・耳鼻咽
喉科・X光線科の 5 科の診療を開始した（東青
組合は病院の新築とその診療内容及び診療開始
を告げる「新築落成─五月一日ヨリ開始」とい
う広報をした［日報，31/4/30］）。入院施設は 1
等病室35坪，2・3 等病室73坪で，その収容人
員は60名であった［産組，31/10，pp.183-6］。
　近代的総合病院による医療利用事業の再生は
組合員や地域社会に好意を持って受容され，組
合員・利用者が倍加した。医師を始め医療従事
者・組合役員は不眠不休で事業経営を続けた。
事業区域の拡大に伴い，31年 6 月に油川町に
「医療出張所」，12月に蟹田村に「診療出張所」
が設置された。蟹田村の出張所は翌年 7 月から
「分院」となり，内科・外科の診療を開始した（蟹
田には32年 2 月に組合の「従タル事務所」が設
置された［日報，32/3/19］）。8 月に本院大手術
室を新設し，10月から産婦人科を開設した。33
年 6 月から浅虫出張所を開設し，10月には診療
所を設け内科診療を開始した。34年 4 月の定款
変更で出資 1 口を 5 円に引下げ，組合加入を容
易にした。さらに，7 月から小湊診療所を開設
し，内科診療を行った。35年10月には宇鉄診療
所を開設した。38年末時点の事業区域市町村別
組織状況をみると（表 5），医療諸資源の配置状
況及び各地域の地理・交通上の諸条件にも規定
されるが，小湊町を除けば分院・診療所所在地
表 5　購利組合東青病院市町村別組合員数（1938 年 12 月末）
市町村別 戸　数 a 組合員数 b 組織率 a/b 出資金 出資口数
青 森 市 18 ,288 戸 3 ,810 人 28%  52 ,185 円 10 ,437 口
大 野 村 548 234 42 2 ,355 471
高 田 村 330 82 24 605 121
荒 川 村 618 205 33 1 ,865 373
横 内 村 469 187 39 1 ,970 394
筒 井 村 　 635 153 24 1 ,415 283
原 別 村 　 455 149 32 1 ,765 353
瀧 内 村 　 336 79 20 465 93
濱 舘 村 　 574 221 38 2 ,675 535
東 岳 村 　 357 107 30 675 135
新 城 村 　 772 356 46 3 ,215 643
野 内 村 　 1,021 572 56 4 ,080 816
油 川 町 　 799 328 41 3 ,175 635
奧 内 村 　 845 258 30 1 ,970 394
後 潟 村 　 602 310 51 1 ,650 330
蓬 田 村 　 670 313 46 4 ,160 832
蟹 田 村 　 864 686 79 13 ,860 2 ,772
平 舘 村 　 748 293 39 3 ,315 663
一本木村 388 42 10 250 50
今 別 村 　 527 28 5 200 40
三 厩 村 　 662 483 71 2 ,490 498
小 湊 町 　 976 281 28 1 ,765 353
東平内村 499 120 24 620 124
西平内村 454 178 39 1 ,055 211
合　計 32 ,437 戸 9 ,475 人 29％ 107 ,780 円 21 ,556 口
　注）網掛けをした町村には，分院・診療所が置かれた。　
出所）［県厚生連，1958，p.70］。
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の組織率が相対的に高くなっており，地域住民
の健康医療ニーズの充足に東青病院が積極的に
寄与していることが窺い知れる。また，36年 8
月に購買事業を開始した 1 ）（東青病院の諸規程・
諸規則は［鈴木真州雄，1934］参照）。
　組合経営は順風満帆なように見える。確か
に，事業区域の拡大に伴い組合員ニーズに応え
て診療所網を展開することが更に組合員・医療
利用を増加させ，医療利用の機会費用の削減と
相対的に廉価な医療利用による家政経済の健全
化をもたらしたであろう（「東青病院五周年記
念式」［日報，33/9/11］の記事には「中産以下の
医療機関としてめきめき好成績を示して居る」
とされている）。病院─診療所網の展開は，都市
─農村に医療資源を配置するうえで望ましいこ
とであり，東青信購利組合の定款に拠づいて追
求してきたが，人的及び物的設備に多くの経費
を要するため，現実には，「区域の拡張に随って
診療所の多きに加ふると共に経営難に陥って居
る有様」であった（表 6）。そのため35年度事業
方針は，分院診療所の「今後の開設に就いては
地元より月々相当の寄付あるか，亦は町村より
年々相応の補助を仰ぐ条件でなければ開設せざ
る方針」［産組，35/2，p.161］とした。また，「料
表 6　有限責任利用組合青東病院経営状況
1928 年
末
1929 年
末
1930 年
末
1931 年
末
1932 年
末
1933 年
末
1934 年 1935 年 1936 年 1937 年 1938 年 1939 年
c
事業区域
青 森 市
東津軽郡
1 町 10 村
同左 同左
青 森 市
東 津 軽
郡 全 部
同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左
組合員数 657 896 1 ,003 2 ,523 3 ,293 4 ,234 6 ,089 6 ,746 8 ,004a 8 ,876 9 ,475 10 ,043
出資口数 4,556 5 ,612 6 ,148 12 ,904 16 ,160 17 ,007 20 ,376a 21 ,047 21 ,556 22 ,037
出資総額 22 ,780 28 ,060 30 ,740 64 ,520 80 ,080 85 ,035 93 ,720 95 ,945 101 ,880a 107 ,780 110 ,185
払込済出資金 11 ,238 18 ,738 21 ,775 30 ,308 47 ,595 56 ,680 64 ,847 68 ,362 72 ,959a 77 ,948 82 ,305 85 ,744
借入金 5,700 5 ,500 37 ,544 39 ,885 37 ,400 45 ,189a 41 ,525 41 ,522 41 ,522
余裕金 431 3 ,979 325 3 ,992 4 ,175 2 ,887 15 ,510b 14 ,785
設備費 6,737 7 ,062 7 ,171 39 ,472 67 ,245 86 ,927
収入 2,315 11 ,313 10 ,936 50 ,771 95 ,688 111 ,613 116 ,710 119 ,764 143 ,763 127 ,299 145 ,419
支出 9,587 25 ,741 19 ,212 46 ,292 85 ,603 103 ,054 116 ,187 118 ,919 141 ,349 126 ,739 143 ,293
収支 △ 7,272 △ 7 ,156 △ 8 ,275 4 ,479 10 ,085 8 ,556 523 846 2 ,414 560 2 ,126
利用実人員 455 1 ,494 1 ,178 6 ,994 13 ,127 14 ,378 13 ,665b 15 ,903
利用延人員 2,072 8 ,351 8 ,101 51 ,542 96 ,962 108 ,193 114 ,793 111 ,418 101 ,456b 117 ,499
利用料 2,174 10 ,550 10 ,030 50 ,482 95 ,217 110 ,774 116 ,108 117 ,554 143 ,771a 142 ,007 165 ,950
医員の数 2 2 2 6 10 12 14 14 14 15b 12
調剤員 1 2 2 3 5 5 9 b 8
診療介助者数 2 3 3 20 31 35 39b 46
事務員数 5 5 5 13 16 18 17b 19
其他従事者数 3 3 3 8 12 13 12b 14
分院出張所数 2 2 3 3 3
　注）1）1930年以前は診療所レベルの医療利用事業のみ。
　　　2）1934年以降は，［青森県厚生連，1958］。
　　　3）1936年のaは『陸奥産組』37/4 による。
　　　4）bは，［産業組合中央会，1939］による。
　　　5）cは，［産業組合中央会，1940］による。
　　　6）38年現在の分院・診療所は，蟹田分院・油川診療所・浅虫診療所であった。宇鉄診療所・小湊診療所は診療中止
中であった。
資料）［岡本正志，1934b］，『陸奥産組』37/4，［青森県厚生連，1958］，［産業組合中央会，1939；1940］。
?????????Ⅱ?-??????????
?????? Page:14
97
Oct.2015 購買利用組合東青病院
金の如きも医師会の公定料金と医療組合と比較
すれば半額」［西脇隆男，1938］程度であったが，
農村部では診療毎に医療費を現金払いする習慣
が必ずしもないため，組合経営の理念通りに行
かないことも経営を圧迫する要因となった（こ
れは保健共済事業あるいは社会医療保険の問題
でもあった）。岡本らはこうした情況にあって
も，伝染病舎や予防施設を講ずることは勿論，
協同経済による医療利用事業という組合精神
の下に，「各人の自尊心と自力の総合に訴えた
非営利的な組織化せる保健運動の建設」をめざ
す決意であった［岡本正志，1934a；1934b］。経
営困難をもたらす規柢的条件として，相継ぐ冷
害・凶作による地域経済の疲弊があったことは
いうまでもない。
　また，34年10月の「東青部会産業組合事業進
展に関する協議会」には東青病院も参加し，そ
こで「凶作地ニ於ケル組合病院利用ニ関スル件」
も協議された［陸奥産組，34/12/10，p.17］。東
青病院は凶作被害者等に対処する救療にも積極
的に関与していた。34年度から組合員に対する
施療費として500円を計上している［『医療組合
ノ概観』p.107］。
　 3．広区域単営組合としての病院─診療所網
の展開をめぐって
　病院─診療所網を地域空間に配置し，都市─
農村の人々の医療ニーズに適切に応えること
が，広区域単営組合の大きな特徴点であった。
その理論的な拠り所は，秋田医療利用組合組合
長鈴木真洲雄が翻訳した「農村医療中枢機関」
（32年の国際連盟保健部欧州雇主会議で採択さ
れた「農村地区に於ける医療制度の組織化並び
に保健施設の根本原理」の翻訳）であった。こ
の構想は全国医療利用組合協会（全医協）の「医
療利用組合拡充強化方針」（36年，農林省による
連合会組織政策を含む医療利用組合政策の確立
をうけて策定された）［医衛，36/10/21，pp.19-
21；36/10/28，pp.20-2］にも明示された。日本
の現状と医療利用組合運動の発展状況を踏まえ
て，この方針では「一郡又は二郡に渉る一地方，
一経済ブロックの中心に設備完全なる総合病院
をヘルスセンターとして建設し，それを中心に
その区域内の適当なる地域に分院又は診療所を
配置し，更に巡回診療を行ふといふ風に，組織
的に統制ある活動をすることによって，始めて
農村医療普及上必要なる凡ての要件を満たすこ
と」になる。こうした方針を策定し得る基礎に
は東青病院等の活動経験があった。
　鈴木は翻訳で病院─診療所網という診療体系
のあり方を示しただけでなく，「資本主義社会
に於ける勤労大衆の疾病の根本的解決」のため
に医療の「根本的社会化」を担う医療利用組合
の社会的使命を明確にした論文で，「分院及巡
回診療所等を含めたものは医療利用組合と称す
べきもので，単に採算上，都市に設立され農村
をその当然の範囲に入れないのは最初から観念
的に誤謬である。農村を含めて一体となして考
えてゆかねばならぬ」［鈴木真洲雄，1936b］と
述べた。ここには，広区域単営組合のような医
療利用組合が都市と農村が共生する方向性を有
することが指摘されている。
　工藤毅は［工藤毅，1936］で医療利用組合運動
を回顧し，新たな発展のために経営上注意すべ
き事柄として，医員招聘方法やその雇傭関係・
「医務者に組合経営上の関心を持たせ組合精神
を吹込む」こと，殊に院長には「医局の統制力と
組合経営に対する奉仕的熱意と一面社交的なる
性格を具有する人物」が望ましいことなどの医
局運営に関することとともに，分院診療所の経
営問題を指摘している。農林省は，蓮池公咲事
務官によれば，「最近区域の認可に当たっては
病院だけの申し出は分院をやることを条件とし
て認可している。分院のない単独のものは県立
郡立と変わりない」（第四回全国医療組合研究
会，35/11［産組，36/2，p.215］）としていたが，
分院診療所経営は「全国経営者が均しく苦心し
つつある処」であった。工藤は，分院経営上の
注意点として，これまでの分院経営があまりに
「無計画」であったことを指摘し，分院・診療所
といっても「いっていの診療区域を有する一経
営主体」としてしっかりとした経営計画を持ち，
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理事者がこれに注意力を集中すること，地域の
交通関係や取引関係あるいは既住の開業医の診
療区域などを勘案のうえ診療系統組織の経路と
その相関的利用率を明確にすること，そして担
当医師の「永住性」を確保すること，地域の医
療費支払いの「秋勘定の習慣」を配慮すること，
「各部落に世話役」を置き診療所と組合員・地
域との関係を密にし，診療所経営を支えること
などを提起した［工藤，前掲］。
　全医協主事の黒川泰一は秋田県山本郡医療組
合を視察した報告において，「同組合が郡内の
産業組合と完全に結びつき，産業組合といふ基
礎の上にシッカリ立ってゐる」「実際から云ふ
と郡内産業組合の連合会経営といふ形で出資金
の集金等も村の産業組合でやってくれてゐる」
として，広区域単営組合が事実上町村産業組合
を単位組織とする連合会組織の如く運営されて
いることを指摘したうえで，「合理的分院経営
法」として観海診療所が発盛鉱業所所有の建物
を無償借用し，組合員の出資は全部村財政から
支出されていること，さらに経常収支に赤字が
生じた場合には村費から補填を受ける契約を
交わしていることを報告している。そして，「分
院経営には必ず公共よりの補助なしには理想
的にはやってゆけない事は，最早定説となった
観」があるとしている 2）。補助金は兎も角とし
て，「地元町村当局に，分院に対する責任感と熱
心な支持」がなければ経営上の好結果を得るこ
とは困難だとした。さらに，分院経営も「自治
的経営」から「本院の統制下に纏める」ことで一
層能率が上げられるとも報告している［黒川泰
一，1935］。黒川報告は，広区域単営組合から連
合会組織への医療利用組合運動の発展方向を示
した，と同時に，東青病院の経営実践が既に示
しているように，公共部門と協同部門との協同
の方向性を示したという点で重要な内容のもの
であった。
　千葉県販購聯調査部（1934）は，東青病院の事
業が組合員や地域社会に与えた効果を「打続く
財界の不況本県凶作の難局に直面して，生活に
喘ぎ医療費に苦しむ中産階級以下の多数組合員
に，極めて低廉なる利用料を以て設備を利用せ
しめ得たるは，社会政策上将また人道上洵に欣
快に堪へざる所」であると高く評価した。そし
て，東青病院の「犠牲的奉仕に刺激」されて医
師会も「医療費の引下げを断行」せざるを得な
かったことを指摘している（p.30）（青森市医師
会は34年 6 月の臨時総会で「医者の医療報酬/
自由裁量に任す」［日報，34/6/6］決議をした）。
県医協も，これらに加えて「一般大衆カ目ノ当
リ協同ノ力ヲ強ク認識シ相互組織ニ依ル地方経
済更生ニ邁進スヘキ最モ良キ示範トナリ本県産
業組合運動ノ発展ヲ齋ラシタリ」と，医療組合
運動が産業組合運動全体や社会に与えた影響を
評価した［県医協，1934，p.5］。まさに，岡本正
志らが東青病院の創設時に目的としたことが現
実のものとなりつつあったと言ってよいであろ
う。といっても，彼らからすれば，途半ばであっ
たに違いないが。
Ⅳ　青森県の医療利用組合運動と購買
利用組合東青病院　
　 1．青森県の医療利用組合運動の特徴
　32年産業組合法改正から35年に農林省が連
合会組織による医療利用組合運動の統制方針を
確立するまでの時期に，広区域単営組合運動が
どういう方向性を模索していたかを知るため
に，34年 6 月の県医協協議会の内容をやや詳し
く見ておこう［陸奥産組，34/7/31］。
　開会冒頭，知事は「訓示」で32年からの農山
漁村経済更生運動において産業組合がその経済
的な中核機関となっており，窮乏する薄資者は
常に恵まれず「精神的協同ノ根本原理」を発揮
する必要があることを指摘し，産業組合運動が
「全国ニ魁ケテ医療利用組合ノ普及」を図った
ことを「極メテ喜ブベキ現象」であると評価し
た。そこには「生活貧困ノ原因ガ常ニソノ大部
ハ疾病ニ依ル医療消費ニヨル」ものという現実
もあった。34年までに，郡市大区域の組合が 4
つ，数町村区域の組合が 4 つ組織され，「県下殆
ドソノ区域ノ及バザル所」がないまでに展開し
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（表 7，8），「優秀ナル内容ヲ整備」し「全国的ニ
最モ医療ニ恵マレザリシ縣民モ急速ニ多大ノ恩
恵ヲ獲得」しつつあり，「不況時ニ大ナル光明ヲ
見出」しているとした。そのうえで，「医療組合
ノ根本義ハ相互組織ヲ基調トスル最モ訓練セラ
レタル所謂医療ノ民衆化，道徳化デアリ営利ヲ
離レタル社会的奉仕的存在デナケレバナラヌ」
し，「道徳的ニ訓練セラレタル自主自立ノ医療
制度」として「貧困ナル中小産者ノ健康ヲ保証」
し，「現時不況ヲ克服スル」条件を作りだすこと
を期待するとした（p.3）。知事訓示は昭和農業
恐慌下に疲弊し，呻吟し，苦悩する陸奥青森で
の農山漁村経済更生運動とその中核的経済組織
たる産業組合が担うべき役割を強調し，自主的
自立的運動として全県下に展開した医療利用組
合運動の位置づけ，果たすべき役割，そしてそ
れに寄せる期待を一般的に宣明したものであっ
た。
　この協議会に臨席した農林省蓮池公咲事務官
は，各種事項の協議の後に講演を行った。注意
すべきことは，この時点で，蓮池は一方で理論
的に医療利用組合の連合会組織による経営・統
制についての考え方を『産業組合通義』［蓮池公
咲，1934］にまとめており，他方で実践的に33
年に設立認可された愛知県碧海郡信販購利組合
連合会の医療利用事業＝更生病院の定款作成や
組織経営のあり方に深く関与し，指導していた
ことである［産組，35/10］。そのため，蓮池はま
ず，この協議会が，1）連合会組織の完成，2）全
医協への加入，3）町村産業組合や産業組合青
年連盟（産青連）との連絡提携など，全国的連合
体─県連合会─広区域単営組合─町村産業組合
の「擬似的な系統機関」の連携を課題にしたこ
とに触れた。しかし，蓮池の講演内容は「町村
産業組合を単位組合とする医療利用組合連合会
組織」に関するものではない。蓮池は既存の町
表 7　青森県における医療利用組合一覧
組　合　名 事　業　区　域
事業開始
年月日
区域内
総戸数
組合員数 加入率 病床数 医師数
分院・診療所
病床数 医師数
購買利用組合東青病院
購買利用組合津軽病院
購買利用組合西北病院
購買利用組合三八城病院
利用組合　　柏葉病院
利用組合　　北奧病院
購買利用組合上北病院
青森市東津軽郡 1 市 2 町 21 村
弘前市南・中津軽郡 1 市 44 町 43 村
北津軽・西津軽郡 43 町村
八戸市三戸・上北郡 1 市 4 町 26 村
上北郡 4 村
上北郡 4 町村
上北郡 1 町 5 村
28/ 9/12
31/ 2/ 1
32/ 6/ 7
33/ 4/ 1
33/10/13
34/11/16
34/ 9/22
32 ,589
41 ,094
28 ,121
30 ,523
4 ,928
5 ,209
7 ,426
9 ,475
8 ,564
6 ,244
8 ,263
3 ,386
1 ,909
2 ,876
29％
21　
21　
26　
68　
36　
38　
88
85
90
100
73
17
57
15
14
11
10
7
1
5
3
5
1
4
1
1
12
50
26
4
10
1
4
1
1
　注）1）医師数には分院・診療所医師数を含む。
　　　2）利用組合北通病院は事業中止。
資料）［産業組合中央会，1939］。
表8　青森県における医療利用組合の組合員職業別構成
組合名 農　　業 工　　業 商　　業 林　　業 水産業 俸給生活者 労働者 その他 総　　数 加入率
広区域単営 110,667（59.0） 13,470（7.2） 32,745（17.5） 440（0.2） 3,510（ 1.9） 9,220（ 4.9） 6,466（3.4） 20,106（10.7） 187,625（100）
東　青
津　軽
西　北
三八城
柏　葉
北　奧
上　北
3,099（32.7）
5,716（66.7）
4,206（67.4）
4,920（59.5）
2,700（79.7）
1,016（53.2）
1,955（68.0）
551（5.8）
113（1.3）
331（5.3）
316（3.8）
95（2.8）
73（3.8）
106（3.7）
1,603（16.9）
1,715（20.0）
1,149（18.4）
1,195（14.5）
245（ 7.2）
249（13.0）
387（13.5）
4（－）
280（4.5）
24（0.3）
1（－）
1,360（14.3）
183（ 2.1）
671（10.7）
200（10.5）
363（12.6）
1,352（14.3）
31（ 0.5）
350（ 4.2）
60（ 1.8）
47（ 2.5）
792（8.4）
725（8.8）
180（5.3）
110（5.8）
714（ 7.5）
1,020（11.9）
63（ 1.0）
62（ 0.8）
106（ 3.1）
213（11.1）
65（ 2.3）
9,475
8,564
6,244
8,263
3,386
1,909
2,876
29％
21　
21　
26　
68　
36　
38　
　注）西北病院には，加入法人組合が１つある。
資料）［産業組合中央会，1939］。
?????????Ⅱ?-??????????
?????? Page:17
100
阪南論集　社会科学編 Vol.51No.1
村産業組合が「人的結合を強め隣保共助の精神
を充分に発揚」する組織形態であることを指摘
したうえで，何故に「大きな区域の医療利用組
合運動を産業組合運動として是認出来るか」を
問題とした。蓮池は，誰にも，殊に経済的資力
に乏しい中産層以下の大衆に共通する「完全な
医療設備によって自らの生命を保証したい」と
いう切実なニーズがあり，そのニーズが「団結
の力」となり，ニーズを満たすために「大区域
の組合を作り多数の組合員の力による立派な病
院」を設立することを方法の一つとして是認し
た。また，自らの生命・健康を医療利用組合運
動を通じて確保・増進するという組織的活動・
訓練によって産業組合及びその精神を理解する
ことで，他種事業の産業組合運動を促進すると
いう期待からも，広区域組合を是認することが
できるとした。この協議会で県医協の連合会へ
の「発展」が決議されたが，それは広区域単営
組合が加盟し組織する「連合会」＝連絡・調整・
協議機関：一部事業協同機関であったことを
蓮池が理解していないはずはないが，この講演
では，近代的で「完全な医療設備によって自ら
の生命を保証したい」という切実なニーズを充
足するためには「大きな区域の医療利用組合運
動」が必要であると述べただけであり，「町村産
業組合を単位組合とする医療利用組合連合会組
織」については何ら言及していない（pp.4-6）。
それは，医療利用組合運動の連合会組織による
統制という農林省の医療利用組合政策が，この
時点では未だ確定していなかったためであろ
う。
　 2．医療利用組合運動の課題
　協議会での協議事項には県医協提出協議問題
と組合提出問題とがあったが，共通する事項が
ほとんどであった（pp.7-8）。主な協議事項は，
第一に，「速カニ医療利用組合連合会ヲ設立シ
所属組合ノ健全ナル発達ヲ促進スルコト」で，
これは前年の協議会で決議し，計画進行中で
あった「協会」を「連合会」に発展させ，「診療ノ
共通化」など運動の一層の展開と充実を図るこ
とであった。ここでの「連合会」は，既存の広区
域単営組合を改組転換した「町村産業組合を所
属単位組合とし，連合会が有し経営する物的・
人的医療設備を利用する」連合会組織ではなく，
広区域単営組合の「連合組織」である。つまり，
ここでの提案は「協会」という緩やかな連絡協
調機関を，事業面でも連携・統一できるより緊
密な組織体である「連合会」に発展させようと
するものであった。ただ，医療利用組合運動の
発展のためには「組合員ニ鞏固ナル基礎ヲ置」
くことが必要であり，組合員の増加と「一般衛
生知識ヲ向上」させる目的からも「区域内町村
産業組合ト密接不離ノ関係ヲ保チ組合医療ノ道
徳的訓練ヲナス」ことを意図して「区域内町村
組合ト更ニ連絡提携」することと，「組合事業ノ
拡充ノ為メ」に産青連の援護を求めた（［県医協，
1934，p.5］は「本県医療組合ノ今後ノ方針」とし
て懸案の連合会を設立して「各組合ノ物的人的
設備ヲ連合会ノ設備トナスコトニヨリ共通利用
ヲ為ス」ことを掲げている。これは，広区域単
営組合の連合会を設立し，各単位組合の物的・
人的設備を連合会に譲渡し，所有させ，各単位
組合の組合員はこれを利用することを意味す
る。後述の星井構想の「過渡的方法」に当たる）。
　第二に，「速カニ区域内ノ適当ナル場所ニ診
療所ヲ増設シ組合員ニ対スル恩恵ヲ均霑セシム
ルコト」で，医療利用組合の診療施設が「地方的
中心地」から漸次「町村診療所」に及びつつあり，
「救急」医療を拡充し，さらに組合員の医療費負
担を節減するためにも適切な地に診療所を増設
することが必要であった。「非営利機関タル」医
療利用組合として「真価ヲ発揮」するために「一
層ノ設備ノ完備ニ努メルコト」，「隔離病舎ヲ設
置シ」「伝染病発生又ハ不慮ノ災厄」に対して「社
会奉仕的活動」に積極的に取り組むこと，そし
て「貧困者ノ施療ヲ為」し「組合員タルコトヲ希
望スルモ出資払込」が容易でない者を救済し「共
存同栄」の産業組合精神を発揮することを決議
した。これらを速やかに実現するため，行政に
対しては「分院並出張所設置」が簡易にできる
よう「地方民ノ要望ヲ充分斟酌」することを求
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め，また組合員に健康保険被保険者がいること
から医療利用組合の医師に対して「健康保険医
を嘱託」するように行政及び医師会に要望し，
さらに，済生会に対して「施療患者ノ取扱」を可
能とするよう求めた。
　第三に，医療専門職者の資質・能力の向上を
図るために，医員の内地見学等の研修を行うこ
とや，県による看護婦養成所指定を受け得るよ
う「一層優秀ナル看護婦ノ養成」に努めること
を確認した。
　第四に，「社会民衆ノ保健衛生ノ完璧ヲ期ス
ル重大使命」を担い，それを果たすためには医
療利用組合だけで充分なわけではなく，地方開
業医と「疎隔」することなく「一層緊密」な「連
絡ヲ保持」することが重要であり，「細心ノ留
意」を払うことを確認した。
　 3．医療利用組合連合会構想の提起
　星井輝一（県農林主事）は［星井輝一，1934］
で，県下の産業組合運動の発展は，「販購連の
急速なる発展に依る県下事業中心の確立」とと
もに「医療組合の急速なる発展と其の成功」が
直接的な要因であるとしたうえで，医療利用組
合を「日本第一の医療組合王国青森縣」と評価
した（東青病院の事業区域東郡では，33年時点
で，油川町・奧内村・瀧内村・横内村・高田村・
今別村・荒川村・東岳村が産業組合未設立町
村。37年11月時点で東岳村・原別村が未設置。
［青森支会，1935，p.12；同，1937a，p.5，p.10；
同，1937b，p7］）。そして，「恩賜済生会施療券」
が34年 9 月から医療利用組合でも利用可能に
なったことを記したうえで，「今後の発展」及び
「医療組合拡充五カ年計画」（33年度～37年度）
に言及した。「拡充五カ年計画」で「医者なき町
村66 ヶ町村に診療所を全部設置」する予定であ
るとし，「今後の展望」として「医薬の製造」を
行うことや大鰐・浅虫等の温泉地に「保養所の
設置」を行うことをあげている。さらに「医療
組合の改造」として，現在のような「（広区域単
営組合の）大組織区域は産業組合経営上各種の
不便不合理」があるので，まず既存の県医協と
いう連合体のもとで，1）医者及び其他職員は
全部連合会の直雇とする，2）病院の建物設備
を連合会所有とし病院の経営を連合会直営とす
る，という「過渡的方法」をとって強化を図り，
各広区域単営組合を「解消して一般町村産業組
合に分割せしめ各町村産業組合が連合会が加入
せる形式」の連合会組織に改造する展望を示し
た。この星井の連合会再編構想は34年 6 月の
県医協協議会決議を超えている。岩手県で既に
「町村産業組合を所属単位組合とする連合会組
織による医療利用組合運動の統制方針」が策定
されていたとはいえ，全国産業組合主任官協議
会でこうした組織方針が未だ指示されていない
時期であるだけに，やや驚きである。
　星井構想以前に，前任者であった畑田静衛
は，既存の広区域単営組合を単位組合として存
続させたうえで，それらによる「連合会」を組
織し，連合会は設備を一切持たず，予め単位組
合と賃貸契約を結び，その賃貸料は患者の利用
料を以て充てるという構想をもっていたとい
う［西脇隆男，1958］。この連合会案では，各医
療利用組合の組合員は連合会に加盟する各単
位組合の医療施設をも利用することができる。
この畑田構想は，大規模な組織再編を伴うこと
なく，広区域単営組合から連合会へと展開する
「自然な」過程であると言うことができるし，星
井構想へ連接していくことも可能なものであっ
た。
終章　青森県での医療利用組合統制の
行方
　 1．医療利用組合運動と反医療利用組合運動
　東青組合が青森県医療利用組合運動の先駆者
として果たした役割を医療利用組合が県下の医
療全体に占めた位置を明らかにすることで確認
し，次いで産業組合拡充運動，さらに準戦時体
制下での運動の変容過程を辿っていこう。
　大規模地主の存在を特徴とする地主的土地所
有の地帯構造＝東北日本類型では，産業組合運
動は振るわなかった。これは地主による地域経
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済，地域社会支配が貫徹していたこと，産業組
合運動の担い手たる自作農層が十分に育たな
かったことに起因している［産業組合中央会，
1938］。そうした状況でも，医療利用組合運動の
発展には目を見張るものがあった。例えば，『医
海時報』（34/6/30）は「医療組合の天下『青森県』
/青森縣医師会の存在危うし」なる記事を掲げ，
県下の医療資源の地域的配置に占める医療利用
組合の位置を明らかにし「全県下は今や医療利
用組合に完全に掌握せらるるに至った」とすら
述べた。こうした情況は秋田県や岩手県でもみ
られ，それが医師会をすこぶる刺激し，激しい
反医療利用組合運動を惹起することになる。
　例えば，県医師会は33年10月に岩手県医師
会主催の東北 6 県連合医師会に参加し，宮城県
を除く 5 県医師会長による，医療利用組合を批
判しその抑圧を意図した陳情書「医療利用組合
に関する件」で，「医療利用組合病院と生等開業
医とに就いて医療の実情を調査せられ共に其
本分に悖らしめず，組合は其本旨を守り開業医
は其職務に安定せしむる様適正の御裁量」［医
海，33/10/21，p.14］を内務・農務両大臣に求
めた。また，34年の関東東北地方医師会大会で
「医療利用組合に関する件」が議された際，県
医師会は県下の実情を述べ，「非医師経営医療
利用組合診療所風紀に関し内務大臣に陳情書
提出の件」を提出した。その理由として医療利
用組合診療所の「風紀状態は年々歳々愈々巧利
に策謀せられ」「医師法の精神を踰越し」「品位
並に風紀上看過すべからざる喫緊事項」がある
とし，事例として県農政課内県医協宛名で（確
実，明るい組合病院の発達を期する）表題の宣
伝広告募集がされていること，組合員募集・患
者吸収誘致のため産業組合長・農会長・町村長
等地方有力者に責任数を割当てていること，医
療利用組合は医師会に対抗的態度をとり北郡で
は「我等の医師会」なるスローガンで医師会奪
取を企図して，思想上憂慮すべき事態であるこ
とを指摘した［医海，34/6/2，p.17］。さらに，
34年 6 月に県知事・農政課に質問状を提出し，
「5 月17日全国警察部長会議に於いてなしたる
内務省の方針（白松篤樹医務課長の発言──医
療利用組合に就ては区域は小なること，診療費
が低廉なること，医療の内容が適切なることを
大体の標準として許否を決定されたいとし，事
実上，数郡市を糾合して設置する大規模の広
区域単営組合を否定する方針［医海，34/5/16，
p.25］）を如何に考へるや」と詰め寄ったが，農
政課は「本県の医療組合は一型態（広区域単営
組合）を以て普及し最近に於て明示されたる内
務省の方針に更に衛生行政に干渉を有する農林
省の指導方針を加味し創業期にある医療組合将
来に過誤なからしめんとす」とこれを一蹴した
［医衛，34/8/8，p.4］。
　医師会に脅威を与えた医療利用組合運動の発
展状況を，青森支会は「医療組合は 9 年度に於
て 8 組合にして本院分院を合して32ケ所に設
置せられ県下167市町村は区域内に包含せられ
組合員は34,077名に達し当年度の利用料の増加
も医療組合の発達を物語るものである」とし，
「今や組合病院網が完全に布かれ僻地にありて
は村費を支出して全村加入を奨励」している事
例も指摘したうえで，「農山漁村は勿論市街地
に於ける中小産者の経済的緩和に著しき効果を
収むるに至れり」［青森支会，1935b，pp.2-3］，
「市街地ニ於テモ利用者漸増ノ傾向ヲ示シアル
ヲ以テ一般中小産者ニモ経済上著シキ効果ヲ挙
ゲ居ルモノ」［同，1936，p.8］と評価した。青森
支会37年度事業計画は，国民健康保険制度が重
要な政治課題となるなかで，「都市ニ比シ医療
ノ恩典ニ恵マレザル農村ニ於ケル保健問題ヲ解
決スル為メ各組合ニ医療共済施設ノ実施ヲ奨励
スルト共ニ関係各機関ヨリ成ル青森縣農村保健
問題委員会ヲ設置シ本問題ニ付研究協議スルモ
ノトス」を盛り込んだ［青森支会，1937a，p.30］。
　 2．医療利用組合運動の連合会統制の現実
　医療利用組合運動の連合会組織による統制
は青森県では遅々として進まなかった。岩手県
での県医薬販購利組合連合会への改組統制の
事例，34年の同様の方向性を示す星井構想の提
起，そして35年の全国産業組合主任官協議会で
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の医療利用組合組織方針の指示等があり，指導
機関である支会の方針にも（準）戦時体制に即
応して盛んに「国策に順応」してという言葉が
現れるようになり，38年からの第二次産業組合
拡充三ヶ年計画で支会は「青森県必須要項」に
「医療組合連合会設立促進」［同，1938b，p.11］
を明記したにも関わらず，さらに県経済部も農
林省の医療利用組合組織方針をうけて「組織ニ
就テモ単位組合ヲ連合会ニ改組ノ方針ヲ以テ
着々内容ノ改善拡充ヲ図リツツアリ」［県経済
部，1938，p.7］としていたが，そうであった。農
林省の連合会組織による医療利用組合統制方針
の具体化・実践状況は府県で大きく異なった。
例えば，県連合会に組織編成した岩手県，基本
的には郡連合会に改組した秋田県等は国家政策
に比較的「忠実に」従っているが，青森県は様相
が異なる。青森支会でも38年 5 月に「青森県医
療組合連合会設立協議会」を開催し，「郡単位改
組に邁進」することを決定し，さらに「県連改
組の議も強くあったが，状勢を見た上で善処す
る」こととした［医組，38/6，p.19］。しかし，現
実には，購利組合西北病院が39年 2 月に購利組
合連合会西北病院に改組したのみで，東青組合
など 7 組合は広区域単営組合のまま存続してい
た（利用組合北通病院は事業中止中）。県医協も
旧来のままの性格の連合組織であった。西北病
院は，「産組医療利用事業ノ合理的経営計画ノ
実行ヲ期スベク」，西・北郡の産業組合が「縷々
協議会を開催」することで連合会組織への改組
転換を成し遂げた［青森支会，1940，p.10］（40
年の青森支会「第34回通常総会議案」は「38年
度事業報告」「組合指導」で，「国民健康保険組合
ノ代行ニ依ル農山漁村保健共済施設ノ普及ヲ計
リ国策タル国民保健維持増進ニ資スル」ことを
掲げた［同上］。40年 3 月には「国民健康保険事
業代行促進協議会」も開催された［同上，1941，
p.10］。しかし，41年12月現在で，県下に63の
国民健康保険組合が存在したが，産業組合によ
る国保事業代行は西郡車力村信販購利組合ただ
1 つであった［中央会・全保協，1942］）。
　青森支会「事業計画」には「医療事業ノ合理
的経営計画ノ実行」が掲げられ続けるが，広区
域単営組合の連合会組織への改組転換は，その
後全く進まなかった。41年度事業計画でも「時
局対策」の一つとして，高度国防国家建設のた
めの人的資源政策として「農村労働力ノ質的保
持増強ト農家生活ノ刷新更生ヲ図ルハ刻下ノ
緊要事」であることから「農村保健運動ノ拡充
強化」を提起し，そのため，保健事業促進担当
職員を主事として置き（設置されなかった［同
上，1943，p.4］），「産業組合ハ系統医療組織ト保
健資材配給網ノ確立」「保健施設ノ拡充強化」を
めざした［青森支会，1941，p.29］。支会は医療
利用組合運動の連合会組織による統制を追求し
ていたが，42年度事業計画は「保健対策ノ強化」
「医療組合病院ノ整備」「農村保健施設ノ実施奨
励」を掲げるだけで，医療利用組合の連合会組
織への改組転換の課題には触れていない［同上，
1942，pp.29-31］。41年度事業報告が述べている
ように，医療利用事業は全県下で広区域単営組
合を中心に展開され，「医療と戦時下保健報国
に貢献」していた。支会は更なる農村保健運動
に「積極的進出ヲ図ルベク」，県関係当局の指導
の下に県医協と共同して41年 4 月・42年 2 月
に産業組合・医療利用組合関係者による「保健
事業促進協議会」を開催し，また医療利用組合
病院の整備充実に関する懇談会を開催した。こ
のように支会は「県連合会組織ノ機運ノ醸成ニ
努メ」たが，「年度内ニハ其ノ実現ヲ見ルニ至ラ
ズ」と半ば諦め的なまとめを記している［同上，
1943，p.24］。こうした状況が，前年度通常総会
の42年度事業計画にも，また43年度事業計画
にも，医療利用組合の連合会組織による統制方
針が明記されなかった理由であろう。それに
は，既存の広区域単営組合を解散してその組合
員を還元すべき町村産業組合の組織化が全く不
十分であったことも関与していたであろう。
　 3．東青病院が残したもの
　農業経済学者東畑精一は，農林省農業総合
研究所所長として，『青森県農業の発展過程』
（1955）の序文に次のように書いている。「青森
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県が日本の北端にあって，夏が短く冬が長いと
いう自然的昏さは，ただ気候的なもののみでは
ない。そこには真に明るく，近代的ないぶきと
して，活発にして躍動的な，経済主体の成立が
力弱いという社会的・経済的な昏さが感得さ
れるのである。経済の夏の陽は短く，冬の曇り
日は尚長いといわねばならないであろう」（p.3）
と。確かに，こうした総括的表現が可能なのか
もしれないが，岡本正志らを中心とする東青病
院組織を創始として展開された医療利用組合運
動が放った眩いばかりの光彩は，岩手・秋田両
県と同様に，陸奥における社会的な主体形成に
とっても極めて重要な位置を占めたといって
よいであろう。だからこそ，これら諸県では，
戦前期に医療利用組合運動が切り拓いた地平
から，戦後の市立病院体系あるいは県立病院体
系を基盤とする公的地域医療の展開が可能と
なったのである［青森縣下市立病院二十五年史，
1982；岩手県医療局，1981］。購利組合東青病
院は，他の医療利用組合と同様に，43年 9 月の
農業団体法＝戦時下の農業団体統合で「県農業
会」が設立されると，解散させられ，医療施設
は農業会に移管された。戦後，農業会が48年 8
月に法定解散すると，その資産である東青病院
は50年12月に県厚生連に譲渡された。その後，
「昭和35年度よりの国民保険全面実施に伴い市
町村が，それぞれ固有の病院を持つ必要に迫ら
れ」，それぞれの「地域における競合を避けるた
め，本会所属病院の移管方要望に接したこと」
（厚生連「解散理由書」）もあって，厚生連は56
年に黒石及び三戸病院を地元自治体に譲渡して
いたが，58年 5 月の総会で解散を議決し，所有
する医療施設を市町村一部事務組合などに譲渡
した（解散認可は59年 6 月27日）。このうち浪
岡病院が「津軽医療生活協同組合」に譲渡され
たことは記憶に留めておいてよい［同上；青森
県庁文書，1955；同，1959］。なぜなら，ここに
は，公平（どのような公平かが問題であるが）な
費用負担─ニーズにもとづく医療への平等なア
クセス・利用─適切な効果の循環を創出する一
つのあり方として，保険（需要・支払いの公的
制度）と医療サービス提供（サービス提供の公
的制度）の「統合的」運営を自治体あるいは非営
利の協同組合との連携で行うという構想が示さ
れているからである。そして，生存権保障・健
康権保障・医療保障において，人々の生活協同
化による自主的・自立的な組織が公共性・共同
性の重要な担い手になり得ることを示している
からである。このことを深く銘記すべきであろ
う。
注
1 ）中央会（家の光協会）発行の家庭雑誌『家の光』に
も，「『医は仁術なり』の標語で/活動し始めた組
合診療所/ 迎へられた東青組合の新しい企て」
［29/12，pp.62-3］の見出しで東青病院の開設が紹
介され，農山漁村経済更生運動と健康医療及び負
債の重要な原因である医療費負担との関連で岡本
正志・尾形庄助を含む青森県の医療利用組合運動
関係者が出席した「農民の病気と医療座談会──
青森縣に於いて開催」［33/6，pp.98-104］が掲載さ
れた。座談会での岡本の発言──「一回の診療，一
匙の薬すらのませず病人を見殺しにするといふ悲
惨事を見たり聞いたりするにつけ，何としてもこ
の医療地獄から，自分も他も救はねばならぬ，と
いふ止むに止まれぬ意から，この組合病院は生ま
れたのです」（p.101）──は極めて印象的なもので
ある。ここに表出されているように，健康な生存
という人間としての基底的なニーズを自主的自律
的な協同の力で充足することこそ医療利用組合を
組織する根源的な要因であった。
2 ）こうした「分院恐怖病」は分院設置当初の経営困
難な状況があまりに強調された結果だとし，松田
善吉（山本郡医療購利組合専務理事）・泉廣（秋田
県医連主事）は，秋田県の実例によってこれを否
定すると同時に，分院設置のためのマーケティン
グなどの対応策を提起している［松田，泉，1937］。
東京帝大農学部教授であった佐藤寛次は［佐藤寛
次，1932］で，1）広区域単営組合が病院─診療所
網を都市─農村を包括するかたちで展開している
こと，2）これはチェーンストアやデパートメント
ストアなど新しい流通形態の動向や理論に相似し
ていること，3）このことが開業医による反医療利
用組合運動の惹起している，など興味ある論点を
提起している。また，秋田県医連の東青病院視察
報告は，「創立がふるいだけあって細い点に注意が
行届き凡ての点で洗練され老舗の如くである」「東
青の特長は人の和である」と評価している。根拠
は明示されていないが，「我々から見れば青森，岩
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手両県下の組合は資本主義的病院運営法をそのま
ま踏襲してる如く感ぜられるは凡てをこの病院に
範を取ったからである」［秋田県医連，1934］とし
ている。この評価は，東青病院が病院─診療所網
の存続・経営持続性を重視していること，あるい
は佐藤が提起する論点の第二の経営理念や経営形
態の類似性に起因しているのであろうか。
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